
（別添）

(百万円)

団体名 朝　来　市
標準財政規模

（A)

臨時財政対策
債発行可能額

（B）

11,827 623

１１１１　　　　一般会計及一般会計及一般会計及一般会計及びびびび特別会計特別会計特別会計特別会計のののの財政状況財政状況財政状況財政状況（（（（主主主主としてとしてとしてとして普通会計普通会計普通会計普通会計にににに係係係係るものるものるものるもの）））） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの繰

入金

一般会計 23,922 23,551 371 283 35,055 50

住宅資金貸付
事業特別会計

29 28 0 0 56 8

休日診療所特別
会計

11 11 0 0 0 0

財産区特別会計 42 41 1 1 0 0

普通会計 23,945 23,574 371 283 35,112 50

２２２２　　　　１１１１以外以外以外以外のののの特別会計特別会計特別会計特別会計のののの財政状況財政状況財政状況財政状況（（（（公営企業公営企業公営企業公営企業をををを含含含含むむむむ公営事業会計公営事業会計公営事業会計公営事業会計にににに係係係係るものるものるものるもの）））） （百万円　，　％）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

＜法適用以外＞
形式収支

純損益
（実質収支）

企業債(地方
債)現在高

他会計からの繰
入金

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

（総収益） （総費用） （純損益）

760 741 19
（総収益） （総費用） （純損益）

4 4 0
（歳入） （歳出） （実質収支）

3,148 3,069 79
（歳入） （歳出） （実質収支）

4,093 4,137 △ 44
（歳入） （歳出） （実質収支）

51 47 0
（歳入） （歳出） （実質収支）

7 6 1
（歳入） （歳出） （実質収支）

71 59 12
（歳入） （歳出） （実質収支）

1,651 1,633 0
（歳入） （歳出） （実質収支）

315 306 0
（歳入） （歳出） （実質収支）

870 863 0
（歳入） （歳出） （実質収支）

466 465 0
（歳入） （歳出） （実質収支）

58 38 20
（歳入） （歳出） （実質収支）

60 60 0
（歳入） （歳出） （実質収支）

2,748 2,644 101
（歳入） （歳出） （実質収支）

53 53 0
（歳入） （歳出） （実質収支）

106 103 3
　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては、「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「実質収支」を表示している。
　　　　　３．不良債務及び累積欠損金は、正数で表示している。

３３３３　　　　関係関係関係関係するするするする一部事務組合等一部事務組合等一部事務組合等一部事務組合等のののの財政状況財政状況財政状況財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

＜法適用以外＞
形式収支

実質収支
（純損益）

地方債(企業
債)現在高

当該団体の負
担金割合

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

（歳入） （歳出） （実質収支）

225 225 0
（歳入） （歳出） （実質収支）

57 57 0
（歳入） （歳出） （実質収支）

344 339 5
（歳入） （歳出） （実質収支）

225 220 5
（歳入） （歳出） （実質収支）

51 51 0
（歳入） （歳出） （実質収支）

68 68 0
（歳入） （歳出） （実質収支）

422 337 16
（総収益） （総費用） （純損益）

17,168 18,587 △ 1,419
（総収益） （総費用） （純損益）

11,974 12,678 △ 704
（総収益） （総費用） （純損益）

2,074 2,529 △ 455
（総収益） （総費用） （純損益）

770 841 △ 71
（総収益） （総費用） （純損益）

833 776 57
（総収益） （総費用） （純損益）

1,517 1,763 △ 246
（歳入） （歳出） （実質収支）

163 151 12
（歳入） （歳出） （実質収支）

18,613 18,587 26
（歳入） （歳出） （実質収支）

273 172 102
（歳入） （歳出） （実質収支）

21 19 3
（歳入） （歳出） （実質収支）

0 0 0

財政状況等一覧表財政状況等一覧表財政状況等一覧表財政状況等一覧表（（（（平成平成平成平成１８１８１８１８年度年度年度年度））））

<法適用企業>

経常収支比率

9

合計
（A）＋（B)

－

－

4,961

12,450

－

－

－

－

－

備考

基金から
1,088百万円

－

簡易水道事業特
別会計

と畜場特別会計

宅地開発事業特
別会計

基金から
1,088百万円

国民健康保険特
別会計

老人保健特別会計

下水道事業特別会計

（公共下水道事業）

（特定環境保全公
共下水道事業）

（農業集落排水事業）

1

12

18

7

20

0

103

農業共済事業特
別会計

訪問看護事業特
別会計

農林業体験実習
館特別会計

介護保険特別会
計(保険事業勘

介護保険特別会計
（介護サービス勘定） 0

3

82

12,297

1

0

0

321

0

79

△ 44

4

0

402

2,538

6,255

3,504

0

0

245

312

36

6

14

966

165

37

0

436

－

－

－

53

518

283

0

0

－

－

－

－

－ －

－ －

－ －

－ －

－

－ －

－

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

0

0

0

－

－

0

－

－

－ －

－

<法適用企業>

経常収支比率

－

－

－

89.3

89.9

82.0

91.6

107.6

86.3

南但老人ホーム
（普通会計） 0 － 42.7 －

－

－

－

－

－

0

5

5

0

0

85

－ －

－ － －

－ － －

－ － －
普通会計から

33百万円

－ － －

－

－

－

－

－

－

－ －
普通会計から

22百万円

南但老人ホーム
（介護保険事業）

南但老人ホーム
（公営企業計）

南但老人ホーム
（施設入所）

南但老人ホーム
（短期入所）

南但老人ホーム
（ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ）

南但広域行政事務
組合

公立豊岡病院組合

（豊岡病院）

（日高病院）

（出石病院）

（梁瀬病院）

（和田山病院）

但馬広域行政事務組合

兵庫県市町村職員
退職手当組合

兵庫県市町交通災
害共済組合

兵庫県町議会議員
公務災害補償組合

兵庫県後期高齢者
医療広域連合

22 56.0

－

－

－

－

－

－

－

－

－ －

－ －

繰出金（分賦金）
435百万円

5

102.6

95.7

－

0

－

－ －

－

－

法適用企業

法適用企業

上水道事業会計

工業用水道事業
会計

0

0

0

00

27

－

0

10,153

7,533

△ 3,074

76

108

5,510

－

－

-

-

18.6

2.3

6.2

25,255

21,007

1,387

1,317

－

－

－

－

26

102

3

981

563

－

－

－

－

－

0

基金から
50百万円

12



（別添）

４４４４　　　　第三第三第三第三セクターセクターセクターセクター等等等等のののの経営状況及経営状況及経営状況及経営状況及びびびび地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体のののの財政的支援財政的支援財政的支援財政的支援のののの状況状況状況状況 （百万円）

経常損益
資本又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体から
の貸付金

当該団体からの
債務保証に係る

債務残高
備考

和田山食肉公社㈱ 0 3 5 0 0 0

和田山商業振興㈱ 0 28 10 0 0 0

㈱フレッシュあさご 24 209 25 0 0 0

㈲朝来農産物加工所 △ 1 36 1 0 0 0

㈱あさご有機 0 5 4 0 0 0

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５５５５　　　　財政指数財政指数財政指数財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１９年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１６年度から平成１８年度の３カ年平均である。

財政力指数

実質公債費比率

実質収支比率

経常収支比率

0.50

18.2

2.4

87.6

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

0

0

0

0

0


